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１ 調査の目的 

    次期「やまぐち子ども・子育て応援プラン」等の策定や、今後の施策展開に向けた基

礎資料とするため 

 

 

２ 調査方法・対象 
 

(1)調査地域 山口県全域 

(2)調査対象 県内に居住する 18歳以上 50歳未満の男女 

(3)標 本 数 3,000人（男女各 1,500人） 

(4)抽出方法 住民基本台帳からの層化無作為抽出（全市町より抽出） 

(5)調査方法 郵送によるアンケート 

(6)調査期間 令和 5年 11月 20日（月）～ 12月 20日（水）  

 

３ 調査内容 
 

項  目 設問数 計 

１ 回答者の属性  

２ 子育ての経験、子育ての負担感 ３ 

３０項目 

３ 結婚・男女関係・生き方等についての考え方 １ 

４ 子育て支援・少子化対策についての県民ニーズ ５ 

５ 結婚の意向、独身の理由等【未婚者対象】 ６ 

６ 結婚のきっかけ、理想の子どもの数等【既婚者対象】 ６ 

７ 子育てと仕事との両立【子どもを持つ既婚者対象】 ３ 

８ 子育て支援制度の利用状況【子どもを持つ既婚者対象】 １ 

９ 子育ての経験から感じていること【子どもを持つ既婚者対象】 ２ 

10  子育ての相談先【子どもを持つ既婚者対象】 ２ 

11  家庭の日の認知度 １ 

12 自由意見  

 

４ 回答状況 

    有効回答数 ７１８名（回収率 ２３．９％） 

 

 Ⅰ 調査の概要 
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Ⅱ 調査結果 

 

1 回答者の属性 

 

①性別（F1） 

回答者の性別構成をみると、男性 32.6％、女性 65.5％である。男女同数の配布に対して、

女性の回答率が高くなっている。 

 

②年齢（F2） 

回答者を年齢層別にみると、40 歳代後半が 23.4％と最も多くなっている。 

 

2.8% 8.9% 11.0% 12.7% 16.4% 21.9% 23.4%

2.4%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上 無回答

N=718

男, 32.6% 女, 65.5% 無回答, 1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=718



 

- 3 - 

③居住地（F3） 

回答者を居住地別にみると、山口市が 19.8％と最も多く、次いで、下関市 16.7％、宇部

市 10.9％、周南市 10.4％となっている。 

 

16.7%

10.9%

19.8%

2.8%

9.9%

5.2%

8.4%

2.9%

1.7%

1.8%

1.3%

10.4%

3.9%

1.0%

0.4%

0.0%

1.1%

0.4%

0.1%

1.4%

下関市

宇部市

山口市

萩市

防府市

下松市

岩国市

光市

長門市

柳井市

美祢市

周南市

山陽小野田市

周防大島町

和木町

上関町

田布施町

平生町

阿武町

無回答

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

N=718
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④結婚歴（F4） 

回答者の結婚歴は、既婚者が 64.9％、未婚者が 29.4％、離別・死別が 5.2％となってい

る。 

 

結婚している, 64.9% 離婚・死別した, 5.2%
結婚していない, 

29.4%

その他, 0.0%

無回答, 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=718
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⑤職業（F5） 

回答者の職業は、民間企業（従業員 300 人以下）が 20.8％と最も多く、次いで、パート・

アルバイト従業者が 18.7％、民間企業（従業員 301 人以上）が 18.4％となっている。 

回答者の配偶者の職業は民間企業（従業員 301 人以上）が 17.7％と最も多く、次いで、民

間企業（従業員 300 人以下）が 14.8％、公務員・教員（公務員に準ずる団体職員などを含

む）が 10.6％となっている。 

 

  

0.7%

1.1%

3.5%

4.5%

1.1%

1.3%

18.4%

17.7%

20.8%

14.8%

14.6%

10.6%

2.1%

1.7%

18.7%

6.4%

0.4%

0.0%

6.5%

0.1%

11.6%

5.3%

1.7%

36.6%

回答者

配偶者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農・林・漁業 商・工・サービス業（小売店、飲食店、理髪店、

修理店など）

自由業（開業医、弁護士、宗教家、芸術家、

茶華道師匠など）

民間企業（従業員301人以上）

民間企業（従業員300人以下） 公務員・教員（公務員に準ずる団職員を含む）

その他 パート・アルバイト従事者

内職 学生

無職・その他 無回答

N=718
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⑥親との同居（F6） 

親と「同居している」と回答した者は 25.5％、「別居している」と回答した者は、71.7％

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦生育環境（F7） 

自分を含めた兄弟姉妹の数は、2人が 42.3％と最も多く、次いで、3人も 40.7％と 4割を

超えているが、1人は 7.5％と 1割にも満たない。 

小学生の頃の家族構成は、親子のみの核家族が 67.5％と 7割近くとなっており、3世代同

居の家族は 28.4％と 3割以下となった。 

小学校の頃の母親の就業状況は、無職が 25.3％と 3 割以下となっており、何らかの形で

就業が 68.3％と 7 割近くとなった。 

父親の家事・育児参加については、「ほとんど何もしない」が 47.4％と 5割近くとなって

おり、「手伝う程度」が 28.3％と 3 割以下となっている。「進んで参加」は 12.4％と 1 割程

度に過ぎない。 

  

7.5% 42.3% 40.7% 7.2%

1.7%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1人 2人 3人 4人 5人以上 無回答

N=718自分も含めた兄弟姉妹の数

25.5% 39.8% 31.9% 2.1% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居している 別居だが親が近く（車で10～15分程度）にいる

別居でどちらの親も近くにいる 親はいない（死亡等）

無回答

N=718
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67.5% 28.4% 2.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

核家族（親子のみ） 三世代同居家族 その他 無回答

N=718小学校の頃の家族構成

25.3% 10.0% 38.0% 20.3% 1.8%

2.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無職 継続して就業（自営業） 継続して就業（勤め人）

無職から（再）就業（勤め人） わからない その他

無回答

N=718小学校の頃の母親の就業等

12.4% 28.3% 47.4% 5.2%

4.3%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

進んで参加 手伝う程度 ほとんど何もしない わからない その他 無回答

N=718父親の家事・育児参加
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⑧年間の世帯収入（F8） 

回答者の家庭の一年間の世帯収入は、「400～600 万円未満」が 25.5％と最も多く、「600～

800 万円未満」が 24.4％、「200～400 万円未満」が 17.3％と続いている。 

 

  

5.4% 17.3% 25.5% 24.4% 15.6% 9.9% 1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

200万円未満 200～400万円未満 400～600万円未満 600～800万円未満

800～1,000万円未満 1,000万円以上 無回答

N=718
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2 子育ての経験、子育ての負担感 

 

①子どもの時の乳幼児とのふれあい経験（問 1：〇はいくつでも） 

乳幼児とのふれあい経験は、47.4％と 5 割近くが「ほとんどない」としている一方、「よ

く弟、妹の面倒をみていた」が 27.0％、「赤ちゃんをだっこしたことがある」が 24.8％、「生

まれたばかりの赤ちゃんを間近に見たことがある」が 23.4％、「近所の幼い子どもの面倒を

見ていた、遊んでいた」が 22.7％となっている。 

  

47.4%

27.0%

24.8%

23.4%

22.7%

10.7%

5.4%

2.2%

0.3%

ほとんどない

よく弟、妹の面倒をみていた

赤ちゃんをだっこしたことがある

生まれたばかりの赤ちゃんを間近に見たことがある

近所の幼い子どもの面倒を見ていた、遊んでいた

赤ちゃんのオムツを替えたり寝かしつけたことがある

ボランティアで乳幼児に接したことがある

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

N=718

ほとんどない 

 

よく弟、妹の面倒をみていた 

 

赤ちゃんをだっこしたことがある 

 

生まれたばかりの赤ちゃんを間近に見たことがある 

 

近所の幼い子どもの面倒を見ていた、遊んでいた 

 

赤ちゃんのオムツを替えたり寝かしつけたことがある 

 

ボランティアで乳幼児に接したことがある 

 

その他 

 

無回答 
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②子育ての意味（問 2：〇は 2つまで） 

子どもを持ち、育てる意味としては、「子どもを持ち、育てることによって自分も成長す

る」が 55.7％で 5割を超えており、次いで「家族の結びつきを強める」「次の社会を担う世

代をつくる」「子どもを育てるのは楽しい」の順になっている。 

 

  

55.7%

27.7%

24.2%

20.1%

13.0%

7.1%

6.4%

6.1%

2.6%

3.9%

子どもを持ち、育てることによって自分も成長する

家族の結びつきを強める

次の社会を担う世代をつくる

子どもを育てるのは楽しい

自分の生命を伝える

特に意味は感じない

家の存続のため

子どもを通して地域との関係が深まる

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

N=718

子どもを持ち、育てることによって自分も成長する 

 

家族の結びつきを強める 

 

次の社会を担う世代をつくる 

 

子どもを育てるのは楽しい 

 

自分の生命を伝える 

 

特に意味は感じない 

 

家の存続のため 

 

子どもを通して地域との関係が深まる 

 

その他 

 

無回答 
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③子育ての負担感のイメージ（問 3） 

子育ての負担感については、経済的負担感（よくそう思う 52.4％、ややそう思う 33.0％）

が非常に強く、肉体的負担感（よくそう思う 36.5％、ややそう思う 44.2％）や時間的負担

感（よくそう思う 30.4％、ややそう思う 41.2％）も強い。 

逆に「子育てについて相談する相手がいない」（よくそう思う 5.0％、ややそう思う 13.6％）

ことに対する負担感が最も弱い。 

また、配偶者や親・親戚などとの関係の中での負担感も少なくなっている。 

 

  

52.4%

36.5%

30.4%

21.0%

18.0%

22.1%

8.9%

5.3%

5.0%

33.0%

44.2%

41.2%

32.3%

32.7%

36.9%

20.8%

17.7%

13.6%

11.3%

14.2%

22.6%

34.0%

36.1%

31.8%

37.6%

45.1%

43.9%

2.6%

4.5%

5.2%

11.8%

12.0%

7.9%

30.9%

30.8%

36.4%

0.7%

0.7%

0.7%

0.8%

1.3%

1.3%

1.8%

1.1%

1.1%

子どもにかかる金銭的な負担が大きい

子どもの世話で肉体的に疲れる

子どもにかかりきりで時間的な余裕がない

親同士のつきあいや人間関係がわずらわしい

趣味やレジャーを気軽に楽しめない

気の休まるときがない

配偶者が子育ての大変さに無理解

親や親戚の口出しが多い

子育てについて相談する相手がいない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よくそう思う ややそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答

N=718

子どもにかかる金銭的な負担が大きい 

 

子どもの世話で肉体的に疲れる 

 

子どもにかかりきりで時間的な余裕がない 

 

親同士のつきあいや人間関係がわずらわしい 

 

趣味やレジャーを気軽に楽しめない 

 

気の休まるときがない 

 

配偶者が子育ての大変さに無理解 

 

親や親戚の口出しが多い 

 

子育てについて相談する相手がいない 
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3 結婚・男女関係・生き方等についての考え方 

 

①結婚・男女関係・生き方の考え（問 4） 

生活全般の意識についてみると、「夫はもっと家事や育児をすべきである」（賛成 42.3％、

どちらかといえば賛成 52.5％）「結婚は個人の自由であるから、結婚しなくてもどちらでも

よい」（賛成 54.9％、どちらかといえば賛成 35.8％）「結婚前の男女でも愛情があるなら性

交渉をもってもかまわない」（賛成 48.2％、どちらかといえば賛成 41.6％）などにおいて、

賛成する比率が高い。一方「結婚後は、夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ」は 8割以上

が反対している。 

15.9%

54.9%

48.2%

37.0%

28.6%

42.3%

7.7%

1.1%

7.5%

10.2%

20.2%

18.0%

9.9%

7.7%

44.4%

57.5%

35.8%

41.6%

40.5%

47.2%

52.5%

36.8%

16.3%

40.9%

39.8%

52.5%

61.1%

31.5%

46.0%

38.2%

18.4%

7.4%

7.9%

18.1%

19.1%

3.6%

37.3%

37.5%

28.3%

29.5%

20.8%

16.9%

36.8%

34.8%

10.2%

7.1%

1.3%

1.4%

3.6%

4.2%

0.3%

17.3%

44.0%

20.6%

19.4%

5.2%

2.5%

20.8%

9.9%

6.0%

1.1%

0.7%

0.8%

0.7%

1.0%

1.3%

1.0%

1.1%

2.6%

1.1%

1.4%

1.5%

1.1%

1.7%

1.3%

男女が一緒に暮らすなら結婚すべ

きである

結婚は個人の自由であるから、結

婚しなくてもどちらでもよい

結婚前の男女でも愛情があるなら

性交渉をもってもかまわない

結婚と恋愛は別である

結婚したら、できるだけ親と別々に

暮らし、お互い干渉しない方がよい

夫はもっと家事や育児をすべきであ

る

結婚したら、家庭のためには自分

の個性や生き方を半分犠牲にする

のは当然だ

結婚後は、夫は外で働き、妻は家

庭を守るべきだ

結婚したら、子どもは持つべきだ

少なくとも子どもが小さいうちは、母

親は仕事を持たず家にいるのが望

ましい

子どもができたら、夫婦のことより

も、まず子どもを第一に考えるべき

だ

女性はもっと積極的に社会進出す

べきだ

いったん結婚したら、性格の不一致

くらいで別れるべきでない

ボランティアや地域活動などに積極

的に参加すべきだ

男性どうし、女性どうしの結婚が

あってもかまわない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

N=718

男女が一緒に暮らすなら結婚すべきである 

 

結婚は個人の自由であるから、結婚しなくてもどちらで

もよい 

結婚前の男女でも愛情があるなら性交渉をもってもか

まわない 

結婚と恋愛は別である 

 

結婚したら、できるだけ親と別々に暮らし、お互い干渉

しない方がよい 

 

夫はもっと家事や育児をすべきである 

 

結婚したら、家庭のためには自分の個性や生き方を半

分犠牲にするのは当然だ 

結婚後は、夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ 

 

結婚したら、子どもは持つべきだ 

 

少なくとも子どもが小さいうちは、母親は仕事を持たず

家にいるのが望ましい 
 

子どもができたら、夫婦のことよりも、まず子どもを第一

に考えるべきだ 
 

女性はもっと積極的に社会進出すべきだ 

 

いったん結婚したら、性格の不一致くらいで別れるべき

でない 

ボランティアや地域活動などに積極的に参加すべきだ 

 

男性どうし、女性どうしの結婚があってもかまわない 
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4 子育て支援・少子化対策についての県民ニーズ 

 

①子育て支援・少子化対策を進める上で、行政に期待すること（問 5：○は 2つまで） 

行政に期待することとして「少子化対策の更なる充実」が 37.7％と最も多く、次いで「教

育環境の充実」が 36.5％、「保育環境の充実」が 33.8％となっている。 

 

 

 

37.7%

36.5%

33.8%

15.0%

13.0%

11.3%

9.3%

8.8%

8.5%

4.2%

1.8%

6.4%

2.9%

少子化対策の更なる充実

教育環境の充実

保育環境の充実

いじめ防止対策

子どもの貧困対策の推進

児童虐待防止対策

ひとり親家庭の支援

ヤングケアラー支援

障害児支援

社会的養護の充実

子どもの権利擁護

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
N=718

少子化対策の更なる充実 

 

教育環境の充実 

 

保育環境の充実 

 

いじめ防止対策 

 

子どもの貧困対策の推進 

 

児童虐待防止対策 

 

ひとり親家庭の支援 

 

ヤングケアラー支援 

 

障害児支援 

 

社会的養護の充実 

 

子どもの権利擁護 

 

その他 

 

無回答 
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②子育て支援・少子化対策を進める上で、行政に充実してほしい施策（問 6：〇は 3 つまで） 

充実してほしい施策として「子育てと仕事が両立できる職場づくりを進める」が 48.7％

と 5 割近くとなっており、次いで「乳幼児医療費や保育料の負担軽減など経済的支援を充実

する」が 37.7％、「奨学金制度の充実など教育費に対する支援を充実する」が 33.1％となっ

ている。 

48.7%

37.7%

33.1%

27.4%

18.8%

17.7%

15.7%

13.4%

13.1%

12.7%

12.3%

7.0%

5.7%

3.9%

3.3%

4.7%

1.5%

子育てと仕事が両立できる職場

づくりを進める

乳幼児医療費や保育料の負担軽

減など経済的支援を充実する

奨学金制度の充実など教育費に

対する支援を充実する

妊産婦への支援や不妊治療への

支援を充実する

待機児童が出ないように保育施設

（保育所・児童クラブ等）の整備を

進める

小児医療体制の充実や子どもの

健康を支援する

保育サービスを充実する

学校や家庭における教育を充実する

安心して子どもを生み育てること

ができる社会づくりのための普及

啓発を進める

若者の就労への支援を充実する

子どもが健全に育つ安心・安全の

地域づくりを進める

子育てがしやすい住宅・居住環境

を確保する

子育てに関する相談体制を充実する

子育てを地域全体で支援する

イベントなどの取組を進める

子どもと地域の高齢者などとの

世代間交流を進める

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

N=718

子育てと仕事が両立できる職場づくりを進める 

 

乳幼児医療費や保育料の負担軽減など経済

的支援を充実する 
 

奨学金制度の充実など教育費に対する支援を

充実する 
 

妊産婦への支援や不妊治療への支援を充実

する 
 

待機児童が出ないように保育施設（保育所・児

童クラブ等）の整備を進める 

 

小児医療体制の充実や子どもの健康を支援

する 
 

保育サービスを充実する 

 

学校や家庭における教育を充実する 

 

安心して子どもを生み育てることができる社会

づくりのための普及啓発を進める 

 

若者の就労への支援を充実する 

 

子どもが健全に育つ安心・安全の地域づくりを

進める 

 

子育てがしやすい住宅・居住環境を確保する 

子育てに関する相談体制を充実する 

 

子育てを地域全体で支援するイベントなどの

取組を進める 

 

子どもと地域の高齢者などとの世代間交流を

進める 

その他 

 

無回答 
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62.3%

44.7%

33.4%

28.7%

25.2%

21.6%

19.9%

8.8%

5.3%

1.7%

子どもの頃から、生命の大切さや子

育ての楽しさ、家族の役割の大切さ

などについての理解を深める教育

子どもたちへの自然体験・社会体験

学習の機会の提供

小・中学生、高校生と乳幼児のふれ

あい体験

「生きる力」をはぐくむ学校教育の

推進

子育てを家庭だけでなく、近隣など

身近な地域社会で考えていく助け

合いのネットワークの形成

子どもたちと親、高齢者との世代間

交流ができる機会の提供

子どもたちがボランティア活動等の

社会参加ができる機会の提供

学校教育に地域住民が参加しや

すい環境の整備

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

N=718

③子どもたちが健やかに育つために必要なこと（問 7：○は 3 つまで） 

「子どもの頃から、生命の大切さや子育ての楽しさ、家族の役割の大切さなどについての

理解を深める教育」が 62.3％と 6 割を超えている。また、「子どもたちへの自然体験・社会

体験学習の機会の提供」が 44.7％と比較的回答数が多かった。 

 

 

  

子どもの頃から、生命の大切さや子育ての楽しさ、
家族の役割の大切さなどについての理解を深める
教育 

 

子どもたちへの自然体験・社会体験学習の機会の
提供 

 

小・中学生、高校生と乳幼児のふれあい体験 

 

「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 

 

子育てを家庭だけでなく、近隣など身近な地域社
会で考えていく助け合いのネットワークの形成 
 
 

子どもたちと親、高齢者との世代間交流ができる機
会の提供 

 

子どもたちがボランティア活動等の社会参加ができ
る機会の提供 
 
 

学校教育に地域住民が参加しやすい環境の整備 

 

その他 

 

無回答 
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④男女が共に子育てに積極的に参加していくために必要なこと（問 8：○は 3つまで） 

「男女の役割分担についての固定概念や社会慣習を見直すこと」が 67.7％と最も多く、

「労働時間短縮や育児休業制度を普及・促進させること」が 56.4％、「夫婦の間で十分に話

し合い、家事などの分担をすること」が 42.3％と続いている。 

 

  

67.7%

56.4%

42.3%

40.5%

34.8%

8.9%

5.2%

1.4%

男女の役割分担についての固定

概念や社会慣習を見直すこと

労働時間短縮や育児休養制度を

普及・促進させること

夫婦の間で十分に話し合い、家事

などの分担をすること

家事などを男女で協力し合うような

しつけや育て方をすること

男性の仕事中心の生き方・働き方

を見直すこと

仕事と家庭の両立などの問題に

ついて相談できる窓口を設けること

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

N=718

男女の役割分担についての固定観
念や社会慣習を見直すこと 
 

労働時間短縮や育児休業制度を普
及・促進させること 
 

夫婦の間で十分に話し合い、家事な
どの分担をすること 
 

家事などを男女で協力し合うようなし
つけや育て方をすること 
 

男性の仕事中心の生き方・働き方を
見直すこと 
 

仕事と家庭の両立などの問題につい
て相談できる窓口を設けること 

 

その他 

 

無回答 
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⑤出産や育児と仕事との両立支援（問 9：○は 3つまで） 

出産や育児と職業生活の両立のために必要なこととして、「育児にかかる経済的負担の軽

減」が 58.2％と最も多く、次いで「短時間勤務、フレックスタイム、所定労働時間を超えて

労働させないなどの勤務時間に関する制度の充実」が 50.7％、「出産・育児後の職場復帰や

再就職を容易にするための支援の充実」が 36.9％となっている。 

 

  

58.2%

50.7%

36.9%

29.9%

26.6%

25.9%

17.4%

15.5%

3.9%

1.3%

育児にかかる経済的負担の軽減

短時間勤務、フレックスタイム、所定

労働時間を超えて労働させないなど

の勤務時間に関する制度の充実

出産・育児後の職場復帰や再就職

を容易にするための支援の充実

保育園や保育サービス、相談窓口

の充実

育児休業制度の普及や充実

産前・産後休業の充実

配偶者や祖父母など家族の理解

企業内託児施設など企業による育児

に関するサービスの充実

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

N=718

育児にかかる経済的負担の軽減 

 

短時間勤務、フレックスタイム、所定労働時間を

超えて労働させないなどの勤務時間に関する制

度の充実 
 

出産・育児後の職場復帰や再就職を容易にする

ための支援の充実 

 

保育園や保育サービス、相談窓口の充実 

 

育児休業制度の普及や充実 

 

産前・産後休業の充実 

 

配偶者や祖父母など家族の理解 

 

企業内託児施設など企業による育児に関する

サービスの充実 

 

その他 

 

無回答 
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5 結婚の意向、独身の理由等（未婚者対象） 

 

①結婚観（問 10） 

未婚者の結婚に対する考えについては、「いずれ結婚したい」が 48.2％で最も多く、次い

で「決めていない（わからない）」が 43.3％となっている。 

 

②結婚年齢（理想）（問 10-1） 

「いずれ結婚したい」と回答した未婚者の結婚希望年齢をみると、「25～29 歳」が 36.1％

と最も多く、次いで「30～34 歳」が 22.2％、「特に決めていない」が 19.4％となっている。 

 

  

48.2% 8.0% 43.3% 0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いずれ結婚したい 一生結婚しない 決めていない（わからない） 無回答

N=224

9.3% 36.1% 22.2% 9.3% 2.8% 19.4% 0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上 特に決めていない 無回答

N=108
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③結婚相手と出会うきっかけとして望むもの（問 10-2：○は 2 つまで） 

結婚相手との出会いのきっかけや場として望むのは、「友人や職場の同僚の紹介」が59.3％

と最も多く、次いで「仲間同士の集まり」が 43.5％で、その他の項目は低い割合となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④理想とする子どもの数（問 11） 

未婚者が理想とする子どもの数は、「2 人」が 41.5％で最も多く、次いで「子どもはいら

ない」が 25.0％、「1 人」が 14.7％となっている。 

 

59.3%

43.5%

16.7%

12.0%

12.0%

9.3%

3.7%

2.8%

1.9%

2.8%

友人や職場の同僚の紹介

仲間同士の集まり

行政や民間企業等の主催による

パーティー

特にない

ネット（インターネット）で

結婚相談所の利用

親戚等の紹介による見合い

職場の上司等の紹介による見合い

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

N=108

友人や職場の同僚の紹介 

 

仲間同士の集まり 

 

行政や民間企業等の主催による
パーティー 
 
特にない 

 

ネット（インターネット）で 

 

結婚相談所の利用 

 

親戚等の紹介による見合い 

 

職場の上司等の紹介による見合い 

 

その他 

  
無回答 

25.0% 14.7% 41.5% 10.7%

0.0%

0.4%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもはいらない 1人 2人 3人 4人 5人以上 無回答

N=224
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⑤結婚しない理由（問 12：○は 3つまで） 

結婚しない理由としては、「異性と知り合うきっかけがない（理想の相手がいない・まだ

出会っていない）」が 35.3％と最も多く、次いで「結婚生活を送るだけの経済力がない」が

21.9％、「独身の自由さや気楽さを失いたくない」「結婚する必要性をまだ感じない」が20.1％

となっている。 

 

35.3%

21.9%

20.1%

20.1%

15.6%

15.2%

12.9%

12.5%

11.6%

11.2%

8.9%

8.9%

2.7%

2.2%

13.8%

2.7%

異性と知り合うきっかけがない

（理想の相手がいない・まだ

出会っていない）

結婚生活を送るだけの経済力

がない

独身の自由さや気楽さを失いたくない

結婚する必要性をまだ感じない

結婚するにはまだ若すぎる

今は、仕事を（または学業を）

やめたくない

今は、趣味や娯楽を楽しみたい

面倒くさい

結婚資金（挙式、新生活の費用

等）が足りない

相手と長く生活していく自信が

ない

異性とうまく付き合えない

家事、育児が負担に思える

親や周囲が結婚に同意しない

（だろう）

今の経済力（収入）を失いたくない

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%
N=224

異性と知り合うきっかけがない（理想の相手が
いない・まだ出会っていない） 
 

結婚生活を送るだけの経済力がない 

 

独身の自由さや気楽さを失いたくない 

 

結婚する必要性をまだ感じない 

 

結婚するにはまだ若すぎる 

 

今は、仕事を（または学業を）やめたくない 

 

今は、趣味や娯楽を楽しみたい 

 

面倒くさい 

 

結婚資金（挙式、新生活の費用等）が足りない 

 

相手と長く生活していく自信がない 

 

異性とうまく付き合えない 

 

家事、育児が負担に思える 

 

親や周囲が結婚に同意しない（だろう） 

 

今の経済力（収入）を失いたくない 

 

その他 

  

無回答 
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⑥結婚生活を送る上での不安要素（問 13：○は 3 つまで） 

結婚生活を送る上で不安に思っていること（思ったこと）は、「経済的に十分な生活がで

きるかどうか」が 43.3％と最も多く、次いで「配偶者の親族とのつきあい」「配偶者と心が

通わなくなる・不仲になる」が 34.8％、「自分の自由時間がとれなくなる」が 29.5％となっ

ている。 

 

  

43.3%

34.8%

34.8%

29.5%

16.1%

15.3%

14.3%

10.3%

7.9%

6.5%

5.1%

4.2%

1.8%

3.6%

経済的に十分な生活ができる

かどうか

配偶者の親族とのつきあい

配偶者と心が通わなくなる・不

仲になること

自分の自由時間がとれなくなる

配偶者や自分の親の介護

配偶者との家事分担

子育てや教育・しつけ

収入や仕事が安定しない

妊娠（子どもが授かるかを含

む）

今までの仕事が続けられるか

わからない

出産

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

N=224

経済的に十分な生活ができるかどうか 

 

配偶者の親族とのつきあい 

 

配偶者と心が通わなくなる・不仲にな
ること 

 

自分の自由時間がとれなくなる 

 

配偶者や自分の親の介護 

 

配偶者との家事分担 

 

子育てや教育・しつけ 

 

収入や仕事が安定しない 

 

妊娠（子どもが授かるかを含む） 

 

今までの仕事が続けられるか 

 

わからない 

 

出産 

 

その他 

  
無回答 
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⑦結婚に向けた積極的な対応をとる年齢（問 14） 

結婚に向けた積極的な対応をとる年齢は、「わからない」が 45.5％と最も多く、次いで「30

～34 歳」が 21.4％、「35～39 歳」が 13.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧やまぐち結婚応縁センターの認知度（問 15） 

「名称も内容も知らない」が 76.8％と 8割近くに達している。 

 

  

0.0%

11.2% 21.4% 13.4% 4.5%

0.9%

45.5% 3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上 わからない 無回答

N=224

8.5% 12.1% 76.8% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

名称も内容についても知っている 名称は聞いたことがあるが、内容までは知らない

名称も内容も知らない 無回答

N=224
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6 結婚のきっかけ、理想の子どもの数等（既婚者対象） 

 

①知り合ったきっかけ（問 16） 

結婚相手との出会い方は「友人や兄弟姉妹を通じて」が 31.7％と最も多く、次いで「職場

や仕事の関係で」が 29.6％で、その他の項目は低い割合となっている。 

 

  

31.7%

29.6%

13.4%

6.2%

3.4%

3.0%

3.0%

1.7%

0.9%

5.7%

1.5%

友人や兄弟姉妹を通じて

職場や仕事の関係で

学校で

（１～８以外で）ネット（インターネット）で

学校以外のサークル活動やクラブ活動、習い事で

見合いで（上司などの紹介も含む）

幼なじみ、隣人関係

行政や民間企業主催の見合いパーティーで

結婚相談所で

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

N=470

友人や兄弟姉妹を通じて 

 

職場や仕事の関係で 

 

学校で 

 

ネット（インターネット）で 

 

学校以外のサークル活動やクラブ活動、習い事で 

 

見合いで（上司などの紹介も含む） 

 

幼なじみ、隣人関係 

 

行政や民間企業等の主催による見合いパーティーで 

 

結婚相談所で 

 

その他 

 

無回答 
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②現在の子どもの数（問 17） 

現在の子どもの数は、2人が最も多く 41.1％となっており、次いで 3人の 22.6％、1人の

18.9％となっている。 

 

③今後の子どもの予定数（問 18） 

これからもうける子どもの数についてみると、「（もう）もうけるつもりはない」が 75.1％

と最も多く 7割台半ばになっており、次いで「（あと）1人」が 10.4％、「特に決めていない」

が 8.7％となっている。 

 

  

10.9% 18.9% 41.1% 22.6% 3.6%

1.7%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 無回答

N=470

75.1% 10.4% 3.0%

1.1%

0.2%

8.7%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（もう）もうけるつもりはない （あと）1人 （あと）2人 （あと）3人 （あと）4人 特に決めていない 無回答

N=470



 

- 25 - 

④理想とする子どもの数（問 19） 

既婚者が理想とする子どもの数は「2人」が 43.8％と最も多く、次いで「3人」が 39.8％

となっている。逆に「0 人」は 2.1％と極めて少数となっている。 

 

  

2.1%

4.9% 43.8% 39.8% 6.6%

1.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 無回答

N=470
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⑤理想とする子どもの数を 0 人と答えた理由（問 19-1：○は 2 つまで） 

サンプル数が 10 人と少ないが、理想とする子どもの数を 0人と答えた理由をみると、「子

育てのための経済的負担が大きいから」「子どもがあまり好きでないから」「我が国社会の将

来を考えると次世代の子どもにとって明るい将来とは言えないから」がいずれも 30.0％と

なっている。 

 

  

30.0%

30.0%

30.0%

20.0%

20.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0.0%

30.0%

0.0%

子育てのための経済的負担が

大きいから

子どもがあまり好きでないから

我が国社会の将来を考えると次世

代の子どもにとって明るい将来とは

言えないから

育児の精神的、肉体的負担が

大きいから

自分達の生活を楽しみたいと考え

ているから

安心して子どもを生み、育てること

ができる雇用環境が十分でない

から

家が狭いから

自分（配偶者）の仕事に差しつか

えるから

安全な遊び場が少ないなど、子ども

にとって望ましい居住環境にない

から

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

N=10

子育てのための経済的負担が大きい
から 

 

子どもがあまり好きでないから 

 

我が国社会の将来を考えると次世代
の子どもにとって明るい将来とは言え
ないから 

 

育児の精神的、肉体的負担が大きい
から 
 

自分達の生活を楽しみたいと考えてい
るから 
 

安心して子どもを生み、育てることが
できる雇用環境が十分でないから 
 

家が狭いから 
 

自分（配偶者）の仕事に差しつかえる
から 

 

安全な遊び場が少ないなど、子どもに
とって望ましい居住環境にないから 

  

その他 

  

無回答 
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⑥理想の子どもの数を持たない理由（問 20：○は 2つまで） 

 理想の子どもの数を持たない理由をみると、「一般的に子どもを育てるため、お金がかか

るから」が 30.7％と最も多く、次いで「不妊や健康上の理由から」「高齢での出産がいやだ

から・できないから」「子どもの教育にお金がかかるから」の順となっている。 

 

  

30.7%

22.8%

18.3%

16.8%

11.4%

4.0%

4.0%

2.5%

1.0%

0.5%

5.0%

5.0%

一般的に子供を育てるため、お

金がかかるから

不妊や健康上の理由から

高齢での出産がいやだから・で

きないから

子どもの教育にお金がかかる

から

育児の心理的、肉体的負担に

耐えられないから

自分（配偶者）の仕事に差しつ

かえるから

自分達のライフスタイルと育児

は両立しないから

定年退職までに子どもが成人

することが望ましいから

世間並みの子どもの数に合わ

せたいから

家が狭いから

その他

無回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

N=202

一般的に子どもを育てるため、お金がかか
るから 

 
不妊や健康上の理由から 

 

高齢での出産がいやだから・できないから 

 

子どもの教育にお金がかかるから 
 

育児の心理的、肉体的負担に耐えられな
いから 
 

自分（配偶者）の仕事に差しつかえるから 
 

自分達のライフスタイルと育児は両立しな
いから 

 
定年退職までに子どもが成人することが望
ましいから 
 

世間並みの子どもの数に合わせたいから 

  
家が狭いから 

 

その他 

  

無回答 
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⑦妊娠・出産に積極的になる要素（問 21：○は 3 つまで） 

妊娠・出産に積極的になる要素をみると、「将来の教育費に対する補助」が 38.3％と最も

多く、次いで「幼稚園・保育所などの費用の補助の拡大」「住居費用の補助」「妊娠・出産に

伴う医療費の補助」の順となっている。 

38.3%

18.5%

16.4%

12.8%

9.6%

8.9%

8.5%

7.4%

6.4%

5.5%

5.3%

4.9%

4.5%

3.0%

3.0%

2.8%

6.8%

32.3%

将来の教育費に対する補助

幼稚園・保育所などの費用の補助の拡大

住居費用の補助

妊娠・出産に伴う医療費の補助

特にない

職場の理解

配偶者の家事・子育てへの協力

不妊治療に関する医療機関の充実

や補助金の整備

勤務先の産休・育児休業制度

ベビーシッターや民間の家事・

育児支援サービスなどの費

用への補助

勤務先の育児短縮勤務制度

幼稚園・保育所などの充実

地域や自治体の育児支援

サービスの充実

産婦人科の充実

自分または配偶者の親の家事・

子育てへの協力

妊娠・出産に伴う医療サービス

の向上

その他

無回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

N=470

将来の教育費に対する補助 

 

幼稚園・保育所などの費用の補助の拡大 

 

住居費用の補助 

 

妊娠・出産に伴う医療費の補助 

 

特にない 

 

職場の理解 

 

配偶者の家事・子育てへの協力 

 

不妊治療に関する医療機関の充実や補助金の整備 

 

勤務先の産休・育児休業制度 

 

ベビーシッターや民間の家事・育児支援サービスな
どの費用への補助 

 

勤務先の育児短縮勤務制度 

 

幼稚園・保育所などの充実 

 

地域や自治体の育児支援サービスの充実  

 

産婦人科の充実 

 

自分または配偶者の親の家事・子育てへの協力 
 

妊娠・出産に伴う医療サービスの向上 

 

その他 

  

無回答 
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7 子育てと仕事との両立（子どものいる既婚者対象） 

 

①子どもの年齢（問 22：複数回答） 

子どものいる既婚者の中で、「小学生」の子どものいる者が 45.9％と最も多く、次いで「3

歳～就学前」の子どもを持つ者が 32.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②子どものいる女性の就業状況（問 23：女性のみ） 

子どものいる女性の就業状況をみると、「一度退職したが、現在は再就職している」が

36.1％と最も多く、次いで「結婚前から現在まで就業を続けている」が 31.3％、「就業して

いたが、1人目の妊娠・出産を機に退職した」が 13.2％となっている。 

 

45.9%

32.7%

26.5%

24.3%

19.8%

19.4%

小学生

3歳～就学前

中学生

0～3歳未満

15～18歳未満（高校生等）

18歳以上（大学生等）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

N=449

小学生 

 

3 歳～就学前 

 

中学生 

 

0～3 歳未満 

 

15～18 歳未満（高校生等） 

 

18 歳以上（大学生等） 

0.3%

8.1%

13.2%

3.9%

36.1%

31.3%

6.5%

0.6%

結婚前から今まで就業していない

就業していたが、結婚機に退職した

就業していたが、1人目の妊娠・出産を

機に退職した
1人目のときは就業継続したが、2人目

以降の妊娠・出産を機に退職した
一度退職したが、現在は再就職している

結婚前から現在まで就業を続けている

その他

無回答

N=310
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③退職の理由（問 23-1：女性のみ） 

退職の理由としては、「子どもが小さいときは家にいたかった」が 29.8％と最も多く、次

いで「仕事との両立が大変だから」が 20.4％の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④育児休業制度の利用（問 24） 

育児休業制度の利用状況をみると、「利用する必要がないので利用しなかった」が 31.0％

と最も多く、次いで「望むときに利用できた」が 25.8％、「利用したかったができなかった」

が 11.4％となっている。 

 

  

25.8%

4.9%

11.4%
31.0%

3.8%

5.8%

7.8%
6.9%

2.7%
望むときに利用できた

利用できたときと、利用できなかったときがあった

利用したかったができなかった

利用する必要がないので利用しなった

制度があるのを知らず利用しなかった

自分も利用できることを知らずに利用しなかった

当時は育児休業制度がなかった

その他

無回答

N=449

6.8%

8.9%

20.4%

4.7%

29.8%

0.5%

5.2%

20.9%

2.6% 前から仕事をやめたいと考えていた

職場に結婚・出産退職の慣行があった

仕事との両立が大変だから

家事に専念したかった

子どもが小さいときは家にいたかった

保育所などを利用できなかった

育児休業制度を利用できなかった

その他

無回答

N=191
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⑤育児休業制度の利用上の障害（問 24-1） 

育児休業制度利用上の障害としては、「特に障害はなかった」が 27.5％と最も多く、次い

で「制度を利用しづらい職場全体の雰囲気」が 19.6％、「休業中の経済面」が 18.0％となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.6%

5.8%

7.9%

2.6%

13.2%18.0%

27.5%

5.3% 制度を利用しづらい職場全体の雰囲気

前例がないこと

同僚への遠慮

上司への遠慮

休業後の職場復帰への不安

休業中の経済面

特に障害はなかった

その他

N=189
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8 子育て支援制度の利用状況（子どものいる既婚者対象） 

 

①子育て支援制度の利用の有無（問 25） 

子育て支援制度の利用状況をみると、「幼稚園」「保育所」「乳児家庭全戸訪問」「延長保育」

「放課後児童クラブ（学童保育）」については 4 割以上が利用したことがあるとしている。

一方、「利用者支援事業」「養育支援訪問」「子育て短期支援（ショートステイ、トワイライ

トステイ）」については、約 5割がサービスがあることを知らないとしている。 

 

 

43.2%

18.9%

46.5%

7.3%

3.8%

24.3%

42.1%

1.6%

2.0%

8.5%

19.8%

47.4%

17.8%

43.0%

7.1%

44.5%

63.7%

42.3%

57.2%

37.2%

30.5%

22.5%

39.6%

39.2%

59.2%

59.0%

39.9%

64.4%

48.1%

70.6%

6.0%

8.7%

5.6%

25.2%

48.8%

36.1%

27.4%

50.1%

49.4%

23.6%

12.7%

5.3%

9.6%

2.4%

13.6%

6.2%

8.7%

5.6%

10.2%

10.2%

9.1%

8.0%

8.7%

9.4%

8.7%

8.5%

7.3%

8.2%

6.5%

8.7%

幼稚園

認定こども園

保育所

地域型保育事業所（小規模、事業

所内）

利用者支援事業

地域子育て支援拠点

乳児家庭全戸訪問

養育支援訪問

子育て短期支援（ショートステイ、ト

ワイライトステイ）

ファミリーサポートセンター

一時預かり

延長保育

病児保育

放課後児童クラブ（学童保育）

認可保育施設（企業主導型保育事

業所含む）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある 利用したことはない 制度があることを知らない 無回答

N=449

幼稚園 

 

認定こども園 

 

保育所 

 

地域型保育事業所（小規模、事業所内） 

 

利用者支援事業 

 

地域子育て支援拠点 

 

乳児家庭全戸訪問 

 

養育支援訪問 

 

子育て短期支援（ショートステイ、トワイ
ライトステイ） 

 

ファミリーサポートセンター 

 

一時預かり 

 

延長保育 

 

病児保育 

 

放課後児童クラブ（学童保育） 

 

認可外保育施設（企業主導型保育事業
所含む） 
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②今後利用したい制度（問 25：〇はいくつでも） 

今後利用したい子育て支援制度は、「放課後児童クラブ（学童保育）」が 24.3％と最も多

く、次いで「保育所」が 22.0％、「幼稚園」が 18.3％となっている。 

 

  

24.3%

22.0%

18.3%

17.4%

16.3%

15.6%

13.6%

12.7%

9.6%

8.0%

5.1%

5.1%

4.9%

4.5%

2.9%

放課後児童クラブ（学童保育）

保育所

幼稚園

延長保育

病児保育

認定こども園

地域子育て支援拠点

一時預かり

ファミリーサポートセンター

利用者支援事業

乳児家庭全戸訪問

地域型保育事業所（小規模、事

業所内）

子育て短期支援（ショートステ

イ、トワイライトステイ）

認可保育施設（企業主導型保

育事業所含む）

養育支援訪問

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

N=449

放課後児童クラブ（学童保育） 

 

保育所 

 

幼稚園 

 

延長保育 

 

病児保育 

 

認定こども園 

 

地域子育て支援拠点 

 

一時預かり 

 

ファミリーサポートセンター 

 

利用者支援事業 

 

乳児家庭全戸訪問 

 

地域型保育事業所（小規模、事業
所内） 
 
子育て短期支援（ショートステイ、ト
ワイライトステイ） 
 

認可外保育施設（企業主導型保育
事業所含む） 

 

養育支援訪問 
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9 子育ての経験から感じていること（子どものいる既婚者対象） 

 

①子育てをしてよかったと思うこと（問 26） 

子育てをしてよかったと思うことについては、「よくそう思う」「ややそう思う」の合計の

割合でみると、「子どもが成長していくことが楽しみである」が 96.0％で最も高く、次いで

「子どもがかわいくてたまらない」「子どもを育てるのは楽しくて幸せなことだと思う」「家

族との会話がはずむようになった」の順になっている。 

一方、「子育ての経験が仕事や趣味の活動などに役立った」だけが「あまりそう思わない」

「まったくそう思わない」の合計が 31.2％と 3割以上になっている。 

 

82.4%

72.4%

66.1%

60.6%

53.5%

42.1%

43.7%

29.6%

13.6%

23.4%

27.6%

32.3%

37.0%

36.3%

33.9%

36.5%

1.1%

1.6%

2.9%

4.0%

5.8%

15.1%

12.7%

26.7%

0.2%

0.2%

0.7%

0.7%

1.1%

3.8%

6.9%

4.5%

2.7%

2.4%

2.7%

2.4%

2.7%

2.7%

2.9%

2.7%

子どもが成長していくことが楽しみ

である

子どもがかわいくてたまらない

子どもを育てるのは楽しくて幸せな

ことだと思う

家族との会話がはずむようになった

子育てによって自分も成長している

と感じられる

子どもを通じて友人ができるなど付

き合いが広がった

配偶者との信頼関係が深まった

子育ての経験が仕事や趣味の活動

などに役立った

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よくそう思う ややそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答

N=449

子どもが成長していくことが楽しみである 

 

子どもがかわいくてたまらない 

 

子どもを育てるのは楽しくて幸せなことだ
と思う 

 

家族との会話がはずむようになった 

 

子育てによって自分も成長していると感
じられる 

 

子どもを通じて友人ができるなど付き合
いが広がった 

 

配偶者との信頼関係が深まった 

 

子育ての経験が仕事や趣味の活動など
に役立った 
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②子育て費用の負担感（問 27：〇は 2 つまで） 

子育て費用の負担感を見ると、「塾や習い事にかかる費用」が 50.1％と最も多く、次いで

「大学などの高等教育費」が 46.5％、「食費・被服等の日常生活にかかる費用」が 36.1％と

なっている。 

 

  

50.1%

46.5%

36.1%

12.0%

9.6%

8.2%

7.8%

5.1%

4.7%

0.9%

5.1%

塾や習い事にかかる費用

大学などの高等教育費

食費・被服費等の日常生活に

かかる費用

高校の教育費

就学前の教育・保育にかかる

費用

住宅にかかる費用

小学校・中学校の教育費

妊娠・出産時の費用

医療にかかる費用

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

N=449

塾や習い事にかかる費用 

 

大学などの高等教育費 

 

食費・被服費等の日常生活にかか
る費用 

 

高校の教育費 

 

就学前の教育・保育にかかる費用 

 

住宅にかかる費用 

 

小学校・中学校の教育費 

 

妊娠・出産時の費用 

 

医療にかかる費用 

 

その他 

 

無回答 
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10 子育ての相談先（子どものいる既婚者対象） 

 

①地域の子育て相談窓口の認知度（問 28） 

地域の子育て相談窓口の認知状況を見ると、「保育園・幼稚園・認定こども園・学校」が

93.8％と最も高く、次いで「児童相談所」が 90.6％、「市町保健センター（子育て世代包括

支援センター）」が 87.1％となっている。 

 

47.7%

74.2%

7.1%

38.1%

2.0%

7.6%

10.9%

3.1%

61.7%

7.8%

0.4%

22.0%

4.0%

2.0%

39.2%

19.6%

83.5%

49.0%

69.0%

76.4%

68.8%

63.0%

24.5%

70.8%

53.2%

49.9%

71.7%

68.8%

8.7%

2.9%

4.0%

8.5%

23.4%

10.9%

14.5%

28.3%

9.1%

15.8%

40.8%

23.4%

19.2%

24.1%

4.5%

3.3%

5.3%

4.5%

5.6%

5.1%

5.8%

5.6%

4.7%

5.6%

5.6%

4.7%

5.1%

5.1%

地域の子育て支援拠点（子育て支援セン

ター・子育てひろば）

保育所・幼稚園・認定こども園・学校

児童相談所

市町保健センター（子育て世代包括支援

センター）

家庭児童相談室（福祉事務所）

教育委員会（県・市町・やまぐち総合教育

支援センター）

県健康福祉センター（保健所）

児童家庭支援センター

病院・診療所など

民生委員・児童委員

主任児童委員

母子保健推進員

公的機関の電話相談

公的機関のSNSやチャット

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある 利用したことはない 窓口があることを知らない 無回答

N=449

地域の子育て支援拠点（子育て支援
センター・子育てひろば） 

 

保育所・幼稚園・認定こども園・学校 

 

児童相談所 

 

市町保健センター（子育て世代包括
支援センター） 

 

家庭児童相談室（福祉事務所） 

 

教育委員会（県・市町・やまぐち総合
教育支援センター） 

 

県健康福祉センター（保健所） 

 

児童家庭支援センター 

 

病院・診療所など 

 

民生委員・児童委員 

 

主任児童委員 

 

母子保健推進員 

 

公的機関の電話相談 

 

公的機関の SNS やチャット 
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②今後利用したい地域の子育て相談窓口（問 28：〇はいくつでも） 

今後利用したい地域の子育て相談窓口は、「保育所・幼稚園・認定こども園・学校」が 24.3％

と最も多く、次いで「病院・診療所など」が 17.1％、「地域の子育て支援拠点（子育て支援

センター・子育てひろば）」が 15.1％となっている。 

 

 

  

24.3%

17.1%

15.1%

10.9%

4.0%

3.6%

3.1%

2.9%

2.4%

2.2%

2.0%

1.8%

0.9%

0.4%

保育所・幼稚園・認定こども園・学校

病院・診療所など

地域の子育て支援拠点（子育て支援セン

ター・子育てひろば）

市町保健センター（子育て世代包括支援

センター）

教育委員会（県・市町・やまぐち総合教育

支援センター）

県健康福祉センター（保健所）

公的機関のSNSやチャット

母子保健推進員

児童相談所

児童家庭支援センター

家庭児童相談室（福祉事務所）

公的機関の電話相談

民生委員・児童委員

主任児童委員

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

N=449

保育所・幼稚園・認定こども園・学校 

 

病院・診療所など 

 

地域の子育て支援拠点（子育て支援セ
ンター・子育てひろば） 
 
市町保健センター（子育て世代包括支
援センター） 
 
教育委員会（県・市町・やまぐち総合教
育支援センター） 
 
県健康福祉センター（保健所） 

 

公的機関の SNS やチャット 

 

母子保健推進員 

 

児童相談所 

 

児童家庭支援センター 

 

家庭児童相談室（福祉事務所） 

 

公的機関の電話相談 

 

民生委員・児童委員 

 

主任児童委員 
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③子育ての悩みや不安の解決方法（問 29：〇はいくつでも） 

子育ての悩みや不安の解決方法は、「配偶者に相談する」が 76.4％と最も多く、次いで「友

人や知人に相談する」が 71.5％、「両親や兄弟姉妹などの親族に相談する」が 68.8％となっ

ている。 

 

  

76.4%

71.5%

68.8%

50.6%

20.9%

10.5%

3.3%

1.3%

1.6%

2.2%

配偶者に相談する

友人や知人に相談する

両親や兄弟姉妹などの親族に相談する

インターネットで解決法を検索する

本や雑誌を参考にする

公共や民間の相談所を利用する

SNSに書き込みをする

相談相手はいない

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

N=449

配偶者に相談する 

 

友人や知人に相談する 

 

両親や兄弟姉妹などの親族に相談する 

 

インターネットで解決法を検索する 

 

本や雑誌を参考にする 

 

公共や民間の相談所を利用する 

 

SNS に書き込みをする 

 

相談相手はいない 

 

その他 

 

無回答 
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11「家庭の日」の認知度 

 

①「家庭の日」の認知度（問 30） 

「知らない」が 65.2％、「聞いたことがあるが、特に取り組んではいない」が 26.2％となっ

ている。 

 

3.5% 26.2% 65.2% 5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っており、取り組んでいる 聞いたことがあるが、特に取り組んではいない 知らない 無回答

N=718



少子化対策に関する意見 

       

少子化対策（子育て支援）に望む取組や意見について自由記述で回答を求めたところ、経済的な理由で結婚や妊娠・出産、子育てができ

ないという意見が多く、経済的困難を緩和するための施策として、経済的支援の拡充、仕事と子育てが両立できる社会環境を整備する等

の改善点があげられている。    

自由記述での回答 
結果を定量化 

※「特になし」「わからない」 
を除いて集計 

29.3%

10.1%

8.1%

8.1%

5.9%

5.2%

4.9%

4.9%

4.6%

4.2%

3.6%

3.6%

3.6%

3.3%

2.9%

2.6%

2.6%

2.6%

2.3%

2.0%

2.0%

1.6%

1.3%

1.3%

1.3%

1.0%

1.0%

0.7%

0.7%

0.3%

0.3%

0.3%

7.5%

子育て家庭に対する経済的な支援の拡充

仕事と子育てが両立できる社会制度の確立

教育費の負担

公園や児童館などの子どもが遊べる場所の整備、増加

相談窓口・コミュニティの整備

保育・教育従事者の待遇改善

保育料や医療費の補助

学校教育の見直し

不妊治療への支援拡充

子育てに関する企業等の理解・支援

保育環境の充実

結婚支援

少子化対策等の施策のアピール

減税や社会保険料引き下げ

給食費の無償化・負担軽減

男女ともに育児休業を取得できる環境作り

アンケートの実施や内容等に対する意見

山口県の活性化

賃金アップ等による所得の増大

保育園・学童保育等への受入条件の緩和

子供がいない人や父子・母子家庭への支援

障害児に対する支援

地域の幅広い世代との交流

若者への就労支援

家族のあり方の見直し（同性婚等含む）

出産に対する手当や支援の拡充

産婦人科・小児科・休日夜間診療などの医療機関の…

親の教育・モラルの向上

支え合える地域社会の必要性

待機児童に関する問題

学童保育の受入時間の延長

少子化を前提とした施策の検討

その他

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

N=307

-4
0

- 


